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参考資料１ 

地域包括支援センター運営協議会について 

 

地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、市町村が設置した地域包括

支援センター運営協議会（以下「運営協議会」という。）の意見を踏まえて、適切、公

正かつ中立な運営を確保することとされている（介護保険法施行規則第 140 条の 66 第

２号ロ）。本市では、介護保険審議会が運営協議会の役割を担うこととしている。 

なお、国通知「地域包括支援センターの設置運営について」では、運営協議会につ

いて次のように示されている。 

 

運営協議会の目的は、センターにおける各業務の評価等を行うことで、センターの適

切、公正かつ中立な運営の確保を目指すことである。そのため、センターに年度毎の事

業計画を立てさせ、業務の遂行状況を評価し、次年度の事業に反映させる等、ＰＤＣＡ

サイクルを確立させるために、センターから事業計画書等を提出させて評価する必要が

ある。 

センターの設置・変更・廃止などに関する決定は、市町村が行うものであり、運営協

議会は市町村の適切な意思決定に関与するものである。このため、利用者や被保険者の

意見を反映させることができるよう、構成員を選定する必要がある。 

 

(1) 設置基準 

原則として、市町村ごとに１つの運営協議会を設置する。なお、複数のセンターを

設置する市町村であっても、運営協議会については、１つ設置することで差し支えな

いが、地域の実情に応じて、例えばセンター毎に設置することも考えられる。また、

複数の市町村により共同でセンターを設置運営する場合にあっては、運営協議会につ

いても共同で設置することができる。 

 

(2) 構成員等 

運営協議会の構成員については、次に掲げるところを標準とし、センターの公正・

中立性を確保する観点から、地域の実情に応じて市町村長が選定する。なお、構成員

は非常勤とし、再任することができる。 

① 介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者及び職能団体（医師、歯科医

師、看護師、介護支援専門員、機能訓練指導員等） 

② 介護サービス及び介護予防サービスの利用者、介護保険の被保険者（第１号及び

第２号） 

③ 介護保険以外の地域の社会的資源や地域における権利擁護、相談事業等を担う関

係者 

④ 前各号に掲げる者のほか、地域ケアに関する学識経験者 

また、運営協議会には会長を置くこととし、会長は、構成員の互選により選任する。 

なお、運営協議会には、在宅介護支援センター等の福祉関係団体が参画することが

望ましい。 

 

(3) 所掌事務 

運営協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 



 - 2 - 

(a) センターの設置等に関する次に掲げる事項の承認に関すること 

① センターの担当する圏域の設定 

② センターの設置、変更及び廃止並びにセンターの業務の委託先法人の選定又は

センターの業務の委託先法人の変更 

③ センターの業務の委託先法人の予防給付に係る事業の実施 

④ センターが指定介護予防支援の業務の一部を委託できる指定居宅介護支援事

業所の選定 

⑤ その他運営協議会がセンターの公正・中立性を確保する観点から必要であると

判断した事項 

(b) センターの行う業務に係る方針に関すること 

運営協議会は、本通知３(3)（※参照）により、市町村が示すこととされている

センターが行う業務に係る方針が適切かどうか、市町村に対して意見を述べるもの

とする。 

※本通知３(3) センターで行う事業の実施方針 

市町村は、包括的支援事業をセンターに委託する場合は、委託先に対して、当該包

括的支援事業の実施に係る方針を示さなければならない。 

(c) センターの運営に関すること 

① 運営協議会は、毎年度、センターより次に掲げる書類の提出を受けるものとす

る。 

ア 当該年度の事業計画書及び収支予算書 

イ 前年度の事業報告書及び収支決算書 

ウ その他運営協議会が必要と認める書類 

② 運営協議会は、前記(b)の方針に基づいて、事業が適切に実施されているかど

うか、必要な基準を作成した上で、定期的に又は必要な時に、事業内容等を評価

するものとする。その際には、①イの事業報告書によるほか、次に掲げる点を勘

案するものとする。 

ア センターが作成する介護予防サービス計画において、正当な理由なく特定の

事業者が提供するサービスに偏っていないか 

イ センターにおける介護予防サービス計画の作成の過程において、特定の事業

者が提供するサービスの利用を不当に誘因していないか 

ウ 要介護者への指定居宅介護支援事業所の紹介を公正・中立に行っているか 

エ 介護予防支援の委託先が、正当な理由なく特定の指定居宅介護支援事業所に

偏っていないか 

オ 介護予防支援を指定居宅介護支援事業所に委託するにあたり、委託先の業務

に支障のない範囲で委託しているか 

カ 事業計画の進捗状況はどうか 

キ 地域連携の仕組みづくりが適切に実施されているか 

ク 介護支援専門員への支援が適切に実施されているか 

ケ 高齢者虐待対応や権利擁護対応について、市町村と連携して適切な対応が取

れているか 

コ 市町村はセンターに対して適切な支援を実施しているか 

サ その他運営協議会が地域の実情に応じて必要と判断した事項 

(d) センターの職員の確保に関すること 

運営協議会はセンターの職員を確保するため、必要に応じ、運営協議会の構成員

や、地域の関係団体等の間での調整を行う。 
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(e) その他の地域包括ケアに関すること 

運営協議会は地域における介護保険以外のサービス等との連携体制の構築、地域

包括支援ネットワークを支える地域の社会的資源の開発その他の地域包括ケアに

関する事項であって運営協議会が必要と判断した事項を行う。 

 

(4) 事務局 

運営協議会の事務局は、市町村に置く。 

 

 


